
【当社記入欄】受付番号 

請求日 平成   年   月   日 

ユアサ商事株式会社 行 

保有個人データ利用停止等請求書 

「個人情報の保護に関する法律」（平成 15 年法律第 57 号）第 27 条第 1項、第 2項および第 29 条にもとづき、

貴グループが保有する私（本人）の「保有個人データ」について、次のとおり利用停止等を請求いたします。

［Ⅰ］* 下記ご住所が、「本人確認書類記載の住所」および「当社へ登録いただいている住所」と異なる場合は回答できませんのでご注意ください。 

□フリガナ  □性別 □男 ・ □女 

□生年月日 年   月   日生□ご請求者氏名 

（ご本人） 

 ㊞ 

□顧客番号  

□ご住所 

（回答送付先） 

〒   -                             TEL        -         - 

［Ⅱ］* ご本人が請求される場合は、下記［Ⅱ］への記入は不要です。 

□フリガナ  □性別 □男 ・ □女 

□生年月日 年   月   日生
□代理人氏名 

 ㊞ 

□代理権 □法定代理 ・ □任意代理 

□代理人住所 

〒   -            TEL       -         - 
申請者と 

の 続 柄 

 

［Ⅲ］* 当社から本請求の内容等に関してご質問等をさせていただく場合は、下記ご連絡先宛に行います。［Ⅰ］と同じ場合は記入不要です。 

□ご連絡先 
〒   -                   ［□①自宅 □②勤務先 □③その他（             ）］

TEL       -         - 

［Ⅳ］* 本人確認書類（代理人請求の場合は代理権確認書類を含む）および手数料を同封してください。 

□本人確認書類 

（①～⑥のいずれか選択） 

□①｢運転免許証｣の写し □②健康保険証の写し □③｢日本国旅券(パスポート)｣の写し 

□④印鑑証明書・実印 □⑤ＩＤ･パスワード □⑥上記以外の場合[               ]

【郵送の場合】□住民票 

□代理権確認書類 

（ご本人請求の場合不要） 

□代理人および本人確認書類：上記[①･②･③(           )(           )] 

[法定代理人の場合] □｢戸籍謄本｣ or □｢健康保険証｣の写し(親族の場合のみ可) 

[任意代理人の場合] □｢委任状｣ ＆ □代理人が弁護士の場合｢登録番号｣ 

                 □その他の代理人の場合「印鑑証明書」 

【郵送の場合】□代理人の住民票（代理人が弁護士の場合は不要） 

□手数料 □郵便切手（        円分） 

［Ⅴ］ 

□利用停止等の請求件数 別紙のとおり、全（     ）件の利用停止等を請求いたします。 

【個人情報の利用目的】本請求にともない取得した個人情報は、利用停止等の請求に必要な範囲でのみ取り扱うものとし、ご提出いただ

いた資料は利用停止等の請求に対する回答が終了した後 1年間保有し、その後廃棄させていただきます。 

【当社記入欄】［形式要件確認］：□充・□欠(            ) [補正]：□不可・□可(補正期限   月   日) 

       ［事実関係確認］：□法 16 条違反（有・無） ・ □法 17 条違反（有・無） ・ □法 23 条第 1項違反（有・無） 

[利用停止等の決定]：□利用停止等の回答書作成 ・ □利用停止等しない旨の通知書作成 

【当社押印欄】 

請求書受領 形式要件確認 事実関係確認 利用停止等決定 回答･通知承認 郵送確認 

年  月  日 年  月  日 年  月  日 年  月  日 年  月  日 年  月  日 
      

 

 

【当社記入欄】本請求書類（一式）の廃棄予定日：平成   年   月末日 



（別紙    ） 

【当社記入欄】受付番号 

請求日 平成   年   月   日

［Ⅵ］私の「保有個人データ」が法の定めに違反して取り扱われていることから、当該内容について、次のとおり利用停止等を請求

いたします。（利用停止等の請求１件につき本紙１枚をご提出ください。複数ある場合は、本紙をコピーしてご使用ください。） 

 

１．案件名 

氏名（ご本人）： 

□利用停止 

□消去 

□第三者提供の停止

２．利用停止等の対象と

なる「保有個人データ」

（本件保有個人データ

という。） 

 

３．本件保有個人データ

をご提供いただいたユ

アサ商事グループの会

社名および部門名 

 

４．利用停止等を求める

理由（根拠規定） 

□目的外利用：本件保有個人データが当初明示または公表等された利用目的の制限の範囲内を超えて取り

扱われているため［法第 16 条（利用目的の制限）違反］。 

□不正取得：本件保有個人データが不正な手段で取得されたものであるため［法第 17 条（適正な取得）

違反］。 

□第三者への無断提供：本件保有個人データをあらかじめ私本人の同意を得ることなく第三者に提供した

ため［法第 23 条第 1 項（第三者提供の制限）違反］。 

４．補足説明（上記の理

由を具体的に補足くだ

さい。) 

 

 

【当社記入欄】 

 

 

 

 


